
-令和６年度決算の概要-　　　前年度比較で表記

（注）千円以下を四捨五入しているため合計欄（実際の金額）の数値と一致しないことがあります。

● 資金収支計算書

[収入の部] （単位：万円）

決　 算 前年度差異

学生生徒等納付金収入 162,450 △ 18,252

手数料収入 1,727 104

寄付金収入 215 15

補助金収入 9,117 △ 1,791

資産売却収入 15,277 △ 34,895

付随事業・収益事業収入 6,181 557

受取利息・配当金収入 3,309 816

雑収入 6,776 2,859

前受金収入 35,305 4,767

その他の収入 2,937 △ 1,109

資金収入調整勘定 △ 33,792 6,450

209,503 △ 40,479

260,287 △ 21,283

469,790 △ 61,763

[支出の部] （単位：万円）

決　 算 前年度差異

152,513 507

35,026 △ 3,776

12,212 396

0 0

661 △ 145

2,704 △ 1,473

30,144 △ 25,889

9,172 △ 7,279

△ 10,354 △ 1,528

232,079 △ 39,187

237,712 △ 22,576

469,790 △ 61,763

△ 22,576 △ 1,292

　

（単位：万円）

活動区分 収　入 支　出 差　異

教育活動 186,341 199,751 △ 13,411

設備整備等活動 125 8,377 △ 8,252
小計

(教育+設備）
186,466 208,129 △ 21,663

その他活動 19,350 25,295 △ 5,945
調整勘定計 5,032

支払資金の増減 22,576

資産運用支出

科　　　　目

資金収入（A)

前年度繰越支払資金

収入の部　合計

科　　　　目

人件費支出

教育経費支出

管理経費支出

借入金利息支出

施設関係支出

設備関係支出

その他の支出

資金支出調整勘定

資金支出（B)

翌年度繰越支払資金

支出の部　合計

単年度収支差額（A)-（B)

本年単年度の資金収入（A)は、20億9,503万円で
前年度と比較し4億４７９万円の減少となりました。

主な増減要因
学生生徒数の減少による学生生徒納付金収入の減少
有価証券の償還・売却による資産売却収入の減少
入学予定者の増加による前受金収入の増加

本年単年度の資金支出（B)は、23億2,079万円で
前年度と比較し3億9,187万円の減少となりました。

主な増減要因
教育経費支出（前年度完工したLED費用）の減少
有価証券のによる資産運用支出の減少

結果、単年度収支差額は（A)-（B)の△2億2,576万円

となりました。

66%
15%

5%
0%

0%

1%

13%

人件費～資産運用支出までの構成

人件費支出

教育経費支出

管理経費支出

借入金利息支出

施設関係支出

設備関係支出

資産運用支出

『活動区分資金収支計算書』の結果が右表となります。
(各区分の調整勘定は除く）

教育活動収支 …本業である教育活動の収支
設備整備等活動収支…施設設備の取得や売却等の収支
その他の活動収支…有価証券の購入・売却等の財務活動等の収支
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● 事業活動収支計算書

[教育活動収支] （単位：万円）

決　 算 前年度差異

学生生徒等納付金 162,450 △ 18,252

手数料 1,727 104

寄付金 215 15

経常費補助金 8,992 △ 1,695

付随事業収入 6,181 557

雑収入 9,429 5,395

188,993 △ 13,876

人件費 157,114 2,882

教育研究経費 51,561 △ 9,862

管理経費 13,559 △ 54

徴収不能額 0 0

222,234 △ 7,035

△ 33,241 △ 6,841

[教育活動外収支・経常収支差額] （単位：万円）

決　 算 前年度差異

3,309 816

0 0

3,309 816

0 0

82 67

82 67

3,228 749

△ 30,013 △ 6,093

[特別収支] （単位：万円）

決　 算 前年度差異

2,781 △ 14,415

190 △ 504

2,971 △ 14,920

874 591

0 0

874 591

2,096 △ 15,510

[基本金組入・当年度収支差額ほか] （単位：万円）

決　 算 前年度差異

△ 27,916 △ 21,603

△ 1,691 2,054

△ 29,607 △ 19,549

△ 103,341 △ 10,059

417 417

△ 132,531 △ 29,190

事業活動収入合計　　19億5,274万円　　
事業活動支出合計　　約22億3,190万円　　

教育活動収入計

科　　　　目

教育活動支出計

教育活動収支差額

科　　　　目

受取利息・配当金

特別収入計

その他の教育活動外収入

教育活動外収入計

借入金等利息

その他の教育活動外支出

教育活動外支出計

教育活動外収支差額

経常収支差額

科　　　　目

資産売却差額

その他の特別収入

翌年度繰越収支差額

資産処分差額

その他の特別支出

特別支出計

特別収支差額

科　　　　目

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

教育活動収支では、本業である教育活動に係る収支を
表しています。

教育活動収入計は18億8,993万円、
支出計は22億2,234万円で収支差額は
△3億3,241万円となりました。

また、支出の中には減価償却費（教育研究経費内で1億
6,500万円、管理経費内で1,320万円）を、人件費の内
退職給与引当金（組入4600万円）の合計2億2420万
円を計上しています。

教育活動外収支では、財務活動(資金調達･資金運用等)
に係る収支を表しています。
経常収支は、上記の教育活動と教育活動外の合算（臨時
的な収支を除いた差額）を表しており、学校の経常的な
事業活動の状況となります。

教育活動外収入は3,309万円で、支出計は82万円
収支差額は3,228万円となりました。
また、経常収支差額は、教育活動収支の△3億3,241万
円に教育活動外収支の3,228万円を加算した△3億
13万円となりました。

特別収支では、資産の売却処分等による差額や現物寄
附、過年度修正等の一時的に発生した臨時的な収支を
表しています。

特別収入計は2,971万円、支出計は874万円で
収支差額は2,096万円となりました。
資産売却差額で、資産運用の運用益が大きな要因です。

上記三つの区分けの結果、基本金組入前の当年度収支
差額が△2億7,916万円で
本年度固定資産等の取得により算出された額1,691万
円を基本金組入額として加算すると、
当年度収支差額は△2億9,607万円となります。
前年度繰越収支（令和5年度から繰越した収支差額）の
△10億3,341万円を加算した結果、翌年度繰越収支差額
は△13億2,531万円となりました。



● 貸借対照表

[資産の部] （単位：万円）

科　　　　目 本年度 前年度 差　異

 固定資産 1,181,955 1,180,345 1,609

　  有形固定資産 993,757 1,008,604 △ 14,847

　　   土地 609,079 609,079 0

　　   建物（建物附属設備） 358,194 372,509 △ 14,315

　 　  構築物・機械装置 147 223 △ 76

　   　教育研究用機器備品 11,529 12,007 △ 478

　   　管理用機器備品 559 633 △ 75

　   　図書 14,249 14,152 97

　　　 車両 0 0 0

　  特定資産 35,285 30,267 5,017

　  その他の固定資産 152,913 141,474 11,439

  　　 電話加入権 28 28 0

　 　  ソフトウエア 69 13 55

　　　 長期性預金 30,000 30,000 0

　   　有価証券 111,919 99,949 11,970

　   　その他 10,898 11,484 △ 586

　流動資産 243,513 264,936 △ 21,423

　   　現金預金 237,712 260,287 △ 22,576

　   　その他 5,802 4,649 1,152

資産の部　合計 1,425,468 1,445,282 △ 19,814

[負債・純資産の部]
（単位：万円）

科　　　　目 本年度 前年度 差異

  固定負債 17,438 15,228 2,210

　　  長期未払金 323 0 323

　　  退職給与引当金 17,053 15,104 1,949

　　  預り敷金 36 97 △ 61

　　  預り保証金 26 27 △ 1

  流動負債 44,496 38,604 5,893

  　　未払金 7,938 6,757 1,182

　  　前受金 35,306 30,664 4,642

　  　預り金 1,253 1,183 69

　  　仮受金 0 0 0

負債の部　合計 61,935 53,832 8,103

  第1号基本金 1,481,865 1,480,591 1,274

  第4号基本金 14,200 14,200 0

基本金計 1,496,065 1,494,791 1,274

繰越収支差額 △ 132,531 △ 103,341 △ 29,190

　　（単位：万円)

△ 27,916

負債及び純資産の部合計 1,425,468 1,445,282 △ 19,814

純資産の部合計 1,363,533 1,391,450

固定資産は118億1,955万円で前年度より
1,609万円増加しました。

主な増減要因

特定資産への繰入による増加

有価証券の売却・購入による増加

当該年度の減価償却による減少

流動資産は24億3,513万円で前年度より
2億1,423万円減少しました。
この減少の内、現金預金の減少額は
2億2,576万円で、資金収支計算書の単年度
の資金収支差額と同額となります。

結果、今年度末の資産の部合計は
142億5,468万円で前年度より1億9,814万円
減少しました。

固定負債は1億7,438万円と、前年度より
2,210万円増加しました。

主な増減要因

退職給与引当金の繰入による増加

流動負債は4億4,496万円と前年度より
5,893万円増加。

主な増減要因

令和7年度入学予定者増加により前受金の増加

結果、負債の部合計は6億1,935万円で
前年度より8,103万円の増加しました。

基本金は、事業活動収支記載のとおり、本年度
第1号基本金へ繰入れの結果、
148億1,865万円で1,274万円増加しました。

繰越収支差額は事業活動収支のとおり
△13億2,531万円となり、純資産の部の合計は
136億3,533万円と前年度より2億7,916万円
減少し、負債及び純資産の部合計は
142億5,468万円と、前年度より1億9,814
万円減少いたしました。
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